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森林観点からみた注⽬点
〜COP30注⽬点③〜
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COP30がベレンで開催される理由とは？

出典：BBC記事より地図イメージを転載しWWFジャパンにて⼀部改変（https://www.bbc.com/japanese/66447134）

 気候変動対策と⽣物多様性の保全における
森林保全の重要性を強調

 熱帯林の減少抑制と、先住⺠族の権利保護が
気候対策においていかに重要か

 アマゾン開催により、森林保全の必要性につ
いて象徴的なメッセージを発する狙い

開催国であるブラジルの狙い

アマゾン⽣態系

ベレン

先住⺠族の権利保護

熱帯林の減少抑制

気候変動の対策 ⽣物多様性の保全

森林保全

https://www.bbc.com/japanese/66447134
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ご説明の流れ

1. 世界における森林破壊の現状
2. ブラジルにおけるバイオーム別の動向ご説明

a. アマゾンにおける⼤⾖モラトリアム
b. セラードにおける⼟地転換
c. アトランティックフォレストにおける森林再⽣

3. WWFパビリオンのご案内
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世界における
森林破壊の現状
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⼤規模な森林破壊が継続的に起きている

WWF報告書 「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」

 「森林破壊の最前線」とは、森林が急速に消失、かつ今後も減少の危機にある森林。
 対象地域は、熱帯と亜熱帯地域に限定。
■2004年から2017年までに、世界の24ヶ所で4300万ヘクタール

（⽇本の1.2倍に相当）の森林が消失。

国連⾷料農業機関（FAO）Global Forest Resources Assessment 2020

■世界の森林⾯積︓約40億ヘクタール（地球の陸地の⾯積の約1/3）

■世界の⾃然林減少︓1990年以降、4億2000万haの森林が消失。

直近の５年間も年間約1000万ha (⽇本の4分の1)が減少

■アマゾン、東南アジア、アフリカなどの熱帯地域で急速な⾃然林減少

出典：http://www.fao.org/forest-resources-assessment/en/、https://www.wwf.or.jp/activities/activity/4547.html
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南半球を中⼼として24の地域における破壊が深刻

出典：WWF報告書「森林破壊の最前線（Deforestation Fronts）2021」
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2030年に掲げる森林破壊ゼロから⼤幅に逸脱
◆森林破壊の規模、および2030年までの森林破壊ゼロ経路からの逸脱

出典： Forest Declaration Assessment 2025を基にWWFジャパンにて⼀部改訂（https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf）

2024年における森林破壊：807万ha
2030年国際⽬標からの逸脱：63%

※昨年時点の45%から悪化

4.96

https://forestdeclaration.org/wp-content/uploads/2025/10/Assessment2025.pdf
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森林による炭素の吸収・排出量は⼆⼤国に相当

森林による吸収量（年間）：

出典：Our World in Data “Who emits the most CO2?” (2019) 、 Global Carbon Budget (2024)

◆国別のCO2排出量（年間）

森林破壊による排出量（年間）：

約11.7 Gt CO2
（⇔中国の排出量11.9Gt）

約4.0 Gt CO2
（⇔⽶国の排出量4.9Gt）

補⾜) 森林による吸収、排出量は1 GtC=3.67 Gt CO₂として換算
森林における年間の排出・吸収量は2014-2023年の10年間における平均値を使⽤。左図内に記載されている排出量は2017年時点

量的な観点
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参考：森林破壊の要因となる農業

農地拡⼤
50%家畜放牧

38%

都市インフラ開発
6% その他

6%
世界の森林破壊のスピードは減少している
が、南⽶、南アジア、東南アジアの熱帯⾬
林では引き続き⾼い割合で森林破壊が発⽣
している。

森林破壊の最⼤の原因は森林の農地転換、
家畜の放牧地の転換であり、全体の約88％
を占める。

地域によって森林破壊の原因は異なる。ア
ジア・アフリカは農地転換、南⽶は家畜放
牧が最⼤の原因。

出典： FAO Global Remote Sensing Survey (2021)を基にWWFジャパン作成

◆世界における森林破壊の要因（2000〜2018年）
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参考：森林破壊の要因となるコモディティ

36.7%
4510万ha

6.6%
810万ha

41.5%
5110万ha

1億2300万
ha

パーム油

8.5%
1050万ha

6.7%
820万ha

⼤⾖

カカオ
天然ゴム
コーヒー
⽊質繊維

その他

⽜⾁

◆コモディティ別の農畜産業を原因とする森林破壊（2001〜2015年）

出典： Goldman et al.（2020）

7⼤コモディティ

補⾜）グラフ対象は森林のみ（草原や湿地など、森林ではない環境を含まない⾯積）
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参考：⽇本による輸⼊を通じた海外への依存

パーム油 ⼤⾖⽜⾁ カカオ 天然ゴム

出典：農林⽔産省、⽇本植物油協会、公益財団法⼈⽇本海事センターの統計資料を基にWWFジャパン作成

◆主要コモディティの国内消費において海外輸⼊が占める割合

海外へ依存しているからといって、森林破壊リスクがあるとは限らない。
原産地の確認をすることで、企業は⾃社の原料調達におけるリスクを把握できる
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ブラジルにおける
バイオーム別の
動向ご説明



14.0
11.2

4.5
2.0 1.7 0.9

13

アマゾンよりも⼤規模な森林破壊がセラードで進⾏

出典：PRODESデータを基にWWFジャパン作成

PANTANAL
パンタナール

CERRADO
セラードAMAZON

アマゾン

CAATINGA
カティンガ

PAMPA
パンパ

◆ブラジルに分布する6つのバイオーム ◆バイオーム別森林破壊の累計⾯積（’09-’23年）

[百万ha]

ATLANTIC FOREST
アトランティック
フォレスト
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アマゾンにおける⼤⾖モラトリアム
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アマゾンの森林破壊は⼤⾖モラトリアムで減少傾向
◆ブラジル領アマゾンにおける森林破壊の推移

出典： INPEデータを集計したMongabay記事より引⽤（https://news.mongabay.com/2023/11/deforestation-in-the-brazilian-amazon-falls-22-in-2023/）

⼤⾖モラトリアム
適⽤開始

ルラ⼤統領（第三次政権）：
2030年までの森林破壊ゼロを公約

• 2008年の⼤⾖モラトリアム*適⽤
開始により、ブラジル領内アマゾ
ンの森林破壊は⼤幅に減少

• ボルソナロ政権中の負の施策（環
境保護機関の予算カット、違法伐
採の罰⾦削減、保護監視スタッフ
の解雇）により⼀時増加

• 2023年、ルラ⼤統領が再任され森
林破壊は反転し減少

凡例：各期間の政権

* ⼤⾖モラトリアム：2006年に開始された企業による⾃主的取り組みで、ブラジルの主要⼤⾖取引企業（Cargill、Bunge、ADM等）が「2008年7⽉以降
にアマゾンで伐採された⼟地で⽣産された⼤⾖を買わない」旨を約束。各州で署名企業に対する税制優遇が法制化

[km2]

https://news.mongabay.com/2023/11/deforestation-in-the-brazilian-amazon-falls-22-in-2023/
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⼤⾖モラトリアムとは？
◆⼤⾖モラトリアムの成果

出典： Abiove報告書、各メディア記事よりWWFジャパン作成

• 2006年に開始された⾃主的取り組みで、ブラジルの主要⼤⾖取引
企業（Cargill、Bunge、ADM等）が「2008年7⽉以降にアマゾン
で違法・合法を問わず伐採された⼟地で⽣産された⼤⾖を買わな
い」旨を約束

• 当初は年次更新の取り決めだったが、2016年には無期限で延⻑
• 各州で署名企業に対する税制優遇が法制化
• 導⼊効果は以下のとおり：

 2006〜2016の10年間で約1.8百万haの森林を保護
 ⼤⾖起因での森林伐採の急減：導⼊以前は⼤⾖農地拡⼤の
約30％が森林破壊によるものだったが、導⼊後は伐採され
た⼟地に対する⼤⾖栽培はわずか約1％へ

 ⼤⾖⽣産量の増加と破壊抑制を両⽴：2006年以降、⼤⾖の
⽣産量は⼤きく増えたものの、森林伐採を伴わずに拡⼤が
可能であることを⽰した
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⼤⾖モラトリアムの危機
◆⼤⾖モラトリアムを撤回する州政府の動向

出典：各メディア記事よりWWFジャパン作成

• 2024年、⼤⾖主要⽣産州であるマットグロッソ州や
ロンドニア州では、モラトリアム参加企業への税優
遇措置を廃⽌する法制度が可決・計画されており、
モラトリアムが事実上無効化される予定

• アクレ州やパラー州でも類似法が⽴法
• 2025年4⽉29⽇、ブラジル最⾼裁はマットグロッソ
州がモラトリアム遵守企業への税優遇を撤回できる
との判決。州の⾃治権を認め、モラトリアムの制度
的抑⽌⼒が後退する可能性が⾼まる。最⾼裁判決は、
2026年1⽉以降に適⽤される⾒込み

• これに加え、⼤⾖モラトリアムがカルテルに該当す
るとして公正取引委員会にあたるCADE*が調査を開
始し、⽣産者に関する事業者間の情報共有を年明け
から差し⽌める動きがある

* CADE: Administrative Council for Economic Defenseの略称
(Conselho Administrativo de Defesa Econômica)
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⼤⾖モラトリアム撤回に対する反対声明
◆⼤⾖モラトリアム撤回に対する反対声明

出典： https://www.wwf.org.br/?90581/In-Brazil-Soy-Producers-Seek-License-to-Deforest-the-Amazon, The importance of upholding the Amazon Soy Moratorium

• WWFブラジルを中⼼とした市⺠団体や企業連合が反
対声明を発表
 ⼤⾖モラトリアムは、過去18年間にわたって「⼤
⾖⽣産の拡⼤」と「アマゾン森林保護」の両⽴を
実現した歴史的成功事例

 州政府による新制度は課税撤廃を⼀種のペナル
ティとし、環境配慮をする企業が不利になる構造
になっているとして違憲性を指摘

 欧州を中⼼として需要国が⼤⾖モラトリアム存続
への要望を表明（市場シグナルの形成）

 撤回は「企業と社会に対する裏切り」として環境
保護を進める企業・消費者が逆⾵に晒される事態
を警告

https://www.wwf.org.br/?90581/In-Brazil-Soy-Producers-Seek-License-to-Deforest-the-Amazon
https://www.ensi-platform.org/blog/the-importance-of-upholding-the-amazon-soy-moratorium
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セラードにおける⼟地転換
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＊森林︓樹⾼5メートル超、樹冠被覆率10％
の0.5 ha以上の⼟地

セラード（ベージュ部分）

• 熱帯サバンナ（forest savannahs、wooded
savannahs、湿地、草原で構成される）

• ⾯積︓190万㎢（⽇本の総⾯積の5倍以上）アマゾン

セラード

森林
26%

森林以外
74%

セラードは7割以上が森林に該当しない

アマゾンに隣接するセラード
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森林破壊と⼟地転換の違い

①⾃然林の農業または森林以外の⼟地利⽤への転換
②⾃然林の植林地への転換
③深刻かつ継続的な劣化による⾃然林の消失

※森林以外の保全すべき⾃然⽣態系：泥炭地、サバンナ、草地、湿地
などの⼟地転換（Conversion）もセットでDC Free といわれる

森林破壊とは、以下が⾏われること (AFi）

*Accountability Framework Initiative（AFi）
⾃然⽣態系の保全や⼈権尊重といったグローバル・アジェンダに対し、
コモディティの垣根を超えて共通のゴール、共通の⾔語、共通の⼿順を作ろうというイニシアティブ。
CDPやWRI（World Resources Institute）、 WWF、などが参加。

つまり、森林破壊（Deforestation）とは、
⾃然林を⼟地転換（Conversion）すること

森林破壊

⼟地転換

⾃然林

⾃然林以外
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⼤⾖モラトリアムがセラードへの⽣産移転を誘発
◆⼤⾖農場の拡⼤（累積）と⼟地転換（単年）（百万ha）

出典： MapBiomas、PRODESを基にしたWWF Brazil作成資料を和訳
（右軸）

⼤⾖モラトリアム以降、
セラードの開拓⾯積が
アマゾンを上回る

セラード⼤⾖
農地⾯積（左軸）

アマゾン⼤⾖
農地⾯積（左軸）

アマゾン
森林破壊
（右軸）

セラード
⼟地転換
（右軸）

（左軸）

⼤⾖モラトリアム
適⽤開始
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参考：セラード開拓は⼤⾖畑・牧草地が主因

出典：Serasa Experian S.A.（2024年）” Agribusiness. Soy Expansion Dynamics from 2014 to 2023”を基にWWFジャパン作成

11.7%
10.6%

9.8%

12.1%

3.6%

52.3%

◆セラードの⼟地利⽤・被覆の状況（2023年時点）

⾃然植⽣*

1億9845万
ha

開拓された⼟地
計47.7% • セラード（約2憶ha）のうち、半分は

⾃然植⽣*として残っており、残り半
分は開拓されている

• そのうち、⼤⾖畑による開拓が農業⽤
途としては最も⼤きい

• セラードは⼤⾖（および裏作であると
うもろこし）の主要産地として輸出を
⽀え、⽇本も輸出先となっている

* 河川や森林以外の⾃然環境を含む

1億0386万ha

9459万ha

⼤⾖畑

2315万ha

牧草地

2096万ha

綿・さとうきび等

1941万ha 耕作放棄地

2395万ha

保護区内711万ha
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アトランティックフォレストにおける
森林再⽣
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ブラジルの⼤規模な⾃然再⽣⽬標

出典： https://www.decadeonrestoration.org/world-restoration-flagships

かつては⾃然の森に覆われていたブラジル南東部に位置するアトランティック
フォレスト。1500年代から始まった移⼊者による⽊材の伐採、農地の開拓、都市
の開発などで森林は徐々に失われ、現在残るのは元あった森林のわずか12％。

今もなお過剰な放牧や農業等により⼟地の劣化が進み、⽔源の枯渇や⽔質悪化と
いった課題が顕在化。こうしたことも背景に⾃然再⽣へのニーズが⾼まり、⼤規
模な⾃然再⽣プロジェクトが進⾏中。2022年には国連⽣物多様性条約会議におい
て先駆的な⾃然再⽣イニシアチブの⼀つであることを意味する「UN World
Restoration Flagship」に選ばれ、「ネイチャーポジティブ」実現のための取り
組みが世界的な注⽬を集めている。

COP30期間中には、 WWFを含む関係機関によって”Restoration Day”が開催予定。

アトランティックフォレストは、世界的な紙パルプ原料の⽣産地でもあり、⽇本
を含め世界に輸出される。多くの紙パルプ⽤植林地が、適切な森林管理を担保す
る”FSC認証”を取得し、⾃然林の保護・再⽣と利⽤の両⽴がはかられている事例と
もいえる。

アトランティックフォレスト –現存する⾃然はわずか12%-

世界的な紙パルプ原料の⽣産地でもあるアトランティックフォレスト

画像：モザイク状に広がる⾃然の森と⼈⼯林（FSC認証林）

ブラジル政府は2030年までに1200万ha
の⾃然再⽣を掲げる（ブラジル全⼟）

https://www.decadeonrestoration.org/world-restoration-flagships
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WWFパビリオン主催の森林関連イベント

出典：WWF発⾏ポリシーブリーフ、内部資料を基に作成

• 例年通り、WWFはCOP開催地でWWFパビリオン（通称、
パンダハブ）を設置します

• 開催場所はブルーゾーン内（専⽤バッジが必要）です
• イベントの様⼦は、オンラインで配信される予定です

 2030年までの森林破壊・⼟地転換フリー
（DCF）実現を⽬的としたイベントを開催

 DCF実現に必要となる①消費国、②⽣産国、③政
策⽴案、④ファイナンス、⑤トレーサビリティ、
⑥⼈権の観点からセッションを開催

 DCFは達成可能であることを⽰す取り組み紹介
 保全を通じた気候・⽣物多様性・⼈権に関する
問題の解決とブラジルの役割を強調

 WWFがブラジル環境省、国連機関、国際パート
ナーシップなどとともに共催

 多様なスピーカーを招き7つのセッションを企画

Forest
Action Day

Restoration
Day

森林破壊・
⼟地転換フリー

森林の再⽣
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森林／⽣物多様性のテーマ⽇に合わせた開催を予定
◆COP30テーマとイベントスケジュール

出典： COP30、Bloomberg Philanthropiesのウェブサイトを基にWWFジャパン作成

11⽉8⽇11⽉7⽇11⽉6⽇11⽉5⽇11⽉4⽇11⽉3⽇
(⼟)(⾦)(⽊)(⽔)(⽕)(⽉)

リーダーズサミットCOP30 ローカルリーダーズフォーラム（リオ）
COP30 ビジネスとファイナンスフォーラム（サンパウロ）

11⽉15⽇11⽉14⽇11⽉13⽇11⽉12⽇11⽉11⽇11⽉10⽇
(土)(⾦)(⽊)(⽔)(⽕)(⽉)

エネルギー/産業/運輸/貿易/⾦融/
炭素市場/CO2以外のガス

健康/雇⽤/教育/⽂化/正義と⼈権/
情報の完全性/世界的な倫理的評価/労働者

適応/都市/インフラ/⽔/廃棄物/地⽅⾃治体
/バイオエコノミー/循環型経済/観光

11⽉21⽇11⽉20⽇11⽉19⽇11⽉18⽇11⽉17⽇
(⾦)(⽊)(⽔)(⽕)(⽉)

最終交渉

農業／⾷料システムと⾷料安全保障／漁業
／家族農業／⼥性と⼥児／ジェンダー／
アフリカ系アメリカ⼈の⼦孫／科学技術／

⼈⼯知能

世界気候⾏動ハイレベルイベント

森林／⽣物多様性／海洋／中⼩企業／
先住⺠／地域コミュニティと伝統コミュニ

ティ／⼦どもと若者

Forest
Action Day

Restoration
Day



実証済みの事例に関わる政府
および企業の上級代表者

 森林破壊・⼟地転換フリー（DCF）サプライチェーンの実現に向けて、実施上の課題、成
功の必要条件を議論

 既存の仕組みやイニシアチブから得られた教訓を踏まえ、実証済みかつ応⽤性の⾼い解決
策を紹介し、セクター横断的な連携の機会を探る

Time to act: Showcasing,
Incentivizing and
Upscaling DCF Supply
Chains

10:00-11:00

先住⺠・地域コミュニティ、
各国政府、市⺠社会の代表者、
および専⾨家・科学者

 アマゾンにおける農畜産コモディティを起因とした森林破壊について議論
 WWF著「Amazon Footprint Report」の知⾒をもとに、アマゾンが転換点（ティッピン

グポイント）に達するのを防ぐために必要なDCFを含む解決策を探る

The Amazon at risk:
Commodity- driven
deforestation and its
Impact

11:30-12:30

主要な熱帯林国の政府代表者、
市⺠社会組織（CSO）の有識者
および上級リーダー

 2030年までに森林破壊を⽌め、再⽣へと転じることが、パリ協定の⽬標達成に不可⽋であ
る⼀⽅、最新のNDC 2.0では不充分であることへの危機感

 熱帯林を有する国々の代表者や専⾨家が集まり、NDC 3.0で森林分野の野⼼をどのように⾼
め、実施のギャップを埋め、2030年に向けた最終局⾯で加速できるかを議論

NDCs3.0: Closing the
Forest Ambition Gap

13:00-14:00

政府、⺠間セクター（企業を
含む）、および市⺠社会の上
級代表者

 複数のパネルディスカッションを通じて、マルチセクターの取り組み、⾦融メカニズム、
官⺠によるトレーサビリティプログラムなど、DCFな⽣産と貿易がいかに成功し得るかを
⽰す具体的な事例を紹介

 DCFが森林を守るだけでなく、⽣産者・企業・地域社会にとって現実的な利益と新たな機
会を創出することを⽰す

Enabling  DCF Supply
Chains: Lessons,
Incentives, and Enablers
for Change

14:30-15:30

インドネシア、中国、ブラジ
ルの政府、企業、市⺠社会の
リーダーたち

 ブラジル、インドネシア、中国の間における南-南協⼒が、DCFサプライチェーンへの移⾏
をいかに加速できるかを議論

 政府、企業、市⺠社会のリーダーが⼀堂に会し、持続可能かつ透明性のあるバリュー
チェーンを構築するための取り組みから得られた教訓を紹介

South-South Partnership
on Climate Change-
Promoting Green Value
Chains

16:00-17:00

先住⺠・地域コミュニティ、
市⺠社会、企業、および政策
担当のリーダーたち

 持続可能な貿易の「⼈間的側⾯」に焦点を当てる本セッションでは、トレーサビリティと
⼈権デューデリジェンス（HRDD）が責任ある調達の鍵であることを強調

 コモディティ拡⼤による直接影響を受ける先住⺠族・地域社会の声を紹介し、市⺠社会と
の対話を通じて現実的な課題整理を⾏い、DCFの⼈権・社会的公正における重要性を議論

Navigating Human Rights
in Commodity Supply
Chains: a call to action

17:30-18:30
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参考：Forest Action Day（11⽉17⽇開催）
◆Forest Action Dayの詳細スケジュール

出典： WWF資料

Forest
Action Day



国連環境計画、ブラジル環境
省、等

 森林・⽣態系の再⽣をCOP30における横断的な⾃然に基づく解決策（NbS）として定義
 再⽣が果たす、気候変動対策（NDC）、⽣物多様性⽬標（GBF）、社会的インクルージョ
ンへの貢献を議論

High-Level Ministerial
Breakfast: Restoration
From Plans to Global
Impact

9:00-10:30

国⽴先住⺠族保護財団、国連
⽣態系再⽣の10年タスク
フォース、等

 地域主導の取り組み、先住⺠族および農⺠を、再⽣のスケールアップに不可⽋な正当な担
い⼿として位置付ける。これらの⼈々を解決策の提供者として認識し、地域やコミュニ
ティの声を再⽣において主流化する

 ⽣態系の再⽣から⽣産システム、⾃然再⽣、地域の⽣計向上まで、多⾯的な便益をもたら
すスケールアップモデルを紹介

Social Leadership in
Action: Community and
Territory-Led Restoration
Delivering
Implementation at scale

11:00-12:00

国連環境計画、国連⾷糧農業
機関、地域・⾃治体の代表、
地球環境ファシリティ、等

 再⽣活動が、グローバル／地域／国家／地⽅（サブナショナル）のガバナンスの流れを通
じてどのように実施されているかを紹介（ブラジル、南⽶、アフリカ、アジア等）

 複数レベルのガバナンスとマルチステークホルダー連携によって、いかに整合性とインク
ルージョンををもった解決策を世界的に拡⼤できるかを⽰す

From Pledges to Practice:
Unlocking Multi-Level
Restoration
Implementation

12:30-13:30

世界銀⾏、開発銀⾏、気候ア
セットマネジメント企業、等

 ブレンデッドファイナンスやランドスケープレベルの取り組みを通じた、再⽣活動への⼤
規模な資⾦動員の可能性について議論。

 フィランソロピー、シード資⾦、ペイシェント・キャピタル、インパクト投資家、⺠間資
本といった多様な資⾦の視点を提⽰する

Financing Restoration at
Scale: Innovative
Pathways

14:00-15:30

国連環境計画、ナイジェリア
や中南⽶の政府機関、

 ⾼いインテグリティを備えた炭素クレジット市場による再⽣の実現を検討し、セーフガー
ドと地域への利益分配を担保することにより、⼤規模な資⾦動員⼿段として位置付ける

 管轄（ジュリスディクショナル）レベルの取り組みとボランタリー市場の事例を、拡張可
能なモデルとして提⽰

Scaling Restoration
through High-Integrity
Carbon Finance

16:00-17:15

グローバル企業のサステナ担
当、持続可能な開発のための
経済⼈会議

 ⺠間セクターを、資⾦・バリューチェーン・リジェネラティブ農法を通じて、再⽣の拡⼤
を促す触媒として位置づける

 企業のコミットメントやパートナーシップが、いかにして資⾦を動員し、透明性・インテ
グリティ・社会的インパクトを伴う再⽣を実現できるかを検討

Investing in Nature:
Corporate Leadership as a
Catalyst for Restoration at
Scale

17:45-19:00
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参考：Restoration Day（11⽉18⽇開催）
◆Restoration Dayの詳細スケジュール

出典： WWF資料

Restoration
Day
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イベント案内のメールリストへご登録ください
◆Forest Action Dayに関するご案内メールリストへの登録

http://bit.ly/4of8wu9

または

（所要時間：2-3分）

http://bit.ly/4of8wu9
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参考：アマゾンの森林破壊は不可逆点を迎える間近

出典：Abiove（2024年）”Soy Moratorium Zero Deforestation in Amazon”を基にWWFジャパン作成

0.5% 1.7%
15.5%

82.3%

◆アマゾンの⼟地利⽤・被覆の状況（2022年時点）
⼤⾖畑

（⼤⾖モラトリアム違反）
⼤⾖畑
（⼤⾖モラトリアム遵守）

⾃然植⽣*

牧草地または
耕作放棄による⼆次林

0.5% 1.7%

4億1800万
ha

開拓された⼟地
計17.7%

• ブラジル領内アマゾン（約4憶ha）の
うち、約8割は⾃然植⽣*として残って
おり、17.7%が開拓されている

• そのうち、牧草地（⼆次林含む）が⼤
半を占める

• ⼤⾖畑として使われているのは数％で
あり、⼤⾖モラトリアム違反は全体
1%に満たない（25万ha）

• アマゾン保全のためには⼤⾖モラトリ
アムを今後も遵守し、かつ近年では⼤
⾖モラトリアムを撤回する動きがある
ため、⼤⾖モラトリアムの存続が重要

* 河川や岩場、森林以外の⾃然環境を含む

3億4590万ha

7243万ha

6515万ha

703万ha25万ha

Nature紙の論⽂：
アマゾン森林破壊の
不可逆的な臨界点は20%
（＝Tipping Point）
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参考：TFFFの概要

出典：ロイター通信記事（25年9⽉24⽇）を引⽤、TFFFコンセプトノートv3.0を基にWWFジャパン作成

ブラジル政府は最初の出資国として、
10億⽶ドルの出資を発表（2025年9⽉）

◆TFFFに関する概要
2023年のCOP28（ドバイ）でブラジル政府が提案し、
COP30での正式⽴ち上げを予定

背景

世界の熱帯・亜熱帯湿性広葉樹林（TSMBF）の
保全・再⽣を恒久的な形で財務的に⽀える

⽬的

1,250億⽶ドル⽬標額
公的資⾦と⺠間資⾦のブレンデッドファイナンス（スポン
サー資本の250億⽶ドル＋債権発⾏の1,000億⽶ドル）

調達⽅式

調達原資の投資運⽤から得られる利息や収益部分を原資に、
予測可能・恒久的な⽀払いを⾏う

⽀払原資

「森林維持報奨⾦」として保全された森林（Standing
Forest）や再⽣林（Restored Eligible Forest）の⾯積を
ベースに毎年実施。⽕災劣化や森林損失の場合は減額

⽀払⽅法

熱帯林国に指定された国々（ブラジル、インドネシア、コ
ンゴ⺠主共和国、コロンビア、マレーシア、ガーナ等）

受益国

⽀払い全体の最低20%を先住⺠・地域コミュニティへ
直接分配する

先住⺠保護
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参考：TFFFにおけるガバナンス構造

出典：TFFFコンセプトノートv3.1より転載しWWFジャパンにて⼀部改変

TFFF
（Tropical Forest Forever Facility）

TFIF
（Tropical Forest investment Fund）

• ルールの策定（⽀払いの条件・ガバナンス
／透明性・モニタリング制度・IPLC保護）

• モニタリング・報告書の取り纏め（各国
（＝TFCs）が提出する森林保全状況のレ
ビュー）

• 各国への⽀払い実⾏（Forest Paymentsの実
施）

• 基⾦としての資⾦プール（スポンサー出資
（出資型資本）＋機関投資家向け債券（シ
ニアデット）によるファイナンス）

• 投資ポリシーに基づく投資活動（負の除外
リスト（＝Negative Exclusion List）など
のESG基準に基づく投資）

• ⽀払い原資の送⾦（再投資のリターンから
債務返済・運営費を除きTFFFへ送⾦）
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参考：TFFFおよびTFIFの構造

出典：TFFFコンセプトノートv3.1より転載しWWFジャパンにて⼀部改変

世銀が担う
ことが決定
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参考：TFIF資⾦の流れ

出典：TFFFコンセプトノートv3.1より転載
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参考：TFFFおよびREDD＋の⽐較

出典：TFFFコンセプトノートv3.1を基にWWFジャパン作成

TFFFREDD+

⻑期間にわたる熱帯林保全森林破壊、森林劣化、森林炭素蓄積の除去による温
室効果ガス排出量の削減⽬的

ha（＝森林ストック）CO2e t（＝炭素フロー）成果報酬の
指標

熱帯および亜熱帯の森林国。
特に森林破壊率が低い国（世界平均0.56-0.57%に対
して年間森林破壊率が0.5%以下が加⼊条件）

森林破壊と森林劣化の削減に積極的に取り組んでい
る国や地域、特に森林破壊率が⾼い国や地域地域

湿潤な熱帯林、かつ国レベルすべての森林、かつ国・地域レベル範囲と単位

森林保全と森林再⽣の政策を実施する国温室効果ガス排出量を削減し、吸収を促進する活動対象となる
活動

政府系投資家、機関投資家（政府系ファンドや年⾦
基⾦など）による投資活動へのリターン

炭素市場における買い⼿（政府、⺠間企業、その
他）による炭素クレジットの購⼊。または、国の気
候変動対策に資する政府開発援助（ODA）

⽀払原資
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参考：TFFFの資⾦インパクト

出典：WWF発⾏記事、TFFFコンセプトノートv3.1を基にWWFジャパン作成

150兆ドル
世界の森林がもつ

経済価値

4,090億ドル
森林に対する有害な
政府補助⾦額の年額

59億ドル
森林保全に充てられる

公的資⾦の年額
（熱帯林以外も含む）

10分の1
森林保全に占める
⺠間資⾦の割合

REDD＋
補助額

（年間想定）

TFFF
補助額

（年間想定）

各資⾦補助額と森林保全に必要な
投資額の関係

（2030年までの年額ベースでの試算）

熱帯林保全に
必要な投資推定額

89億ドル
40億ドル

45億ドル TFFFと
REDD+

により95%
を補填
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